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業務の「総合評価落札方式」「プロポーザル方式」

の実施方針（案）
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中国地方整備局



・公共工事に関する調査及び設計に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイドラインの制定に伴い、従来の入札方式を一部変更する。
・主な変更内容は、①プロポーザル方式は全て特定テーマを設定する総合評価型とし、②総合評価落札方式は、評価テーマを求める標準型と評価
テーマを求めない簡易型の２種類の契約方式を標準とする。
・従来プロポーザル方式へ拡大していた業務は総合評価落札方式へ移行する。

・公共工事に関する調査及び設計に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイドラインの制定に伴い、従来の入札方式を一部変更する。
・主な変更内容は、①プロポーザル方式は全て特定テーマを設定する総合評価型とし、②総合評価落札方式は、評価テーマを求める標準型と評価
テーマを求めない簡易型の２種類の契約方式を標準とする。
・従来プロポーザル方式へ拡大していた業務は総合評価落札方式へ移行する。

国土交通省
中国地方整備局 平成２１年度の入札方式の変更

総合評価落札方式
・標準型（資格・実績・成績/実施方針/評価テーマ）

通常指名競争入札方式

総合評価落札方式
・標準型（資格・実績・成績/実施方針/評価テーマ）

通常指名競争入札方式

プロポーザル方式
・総合評価型（資格・実績・成績/実施方針/特定テーマ）

・技術者評価型（資格・実績・成績/実施方針）

プロポーザル方式
・総合評価型（資格・実績・成績/実施方針/特定テーマ）

・技術者評価型（資格・実績・成績/実施方針）
総合評価落札方式

・標準型（資格・実績・成績/実施方針/評価テーマ）

・簡易型（資格・実績・成績/実施方針/）

通常指名競争入札方式

総合評価落札方式
・標準型（資格・実績・成績/実施方針/評価テーマ）

・簡易型（資格・実績・成績/実施方針/）

通常指名競争入札方式

プロポーザル方式
・総合評価型（資格・実績・成績/実施方針/特定テーマ）

プロポーザル方式
・総合評価型（資格・実績・成績/実施方針/特定テーマ）

【平成２０年度】 【平成２１年度】
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国土交通省
中国地方整備局 評価項目及びウエイト（参加表明書の評価）

◇評価項目 ① 標準評価項目 ： 参加表明者の評価にあたり標準とする項目。
② 追加評価項目 ： 業務内容に応じて追加する項目。

◇評価基準 ① 各評価項目 ： ３～５段階程度で評価する。
② 同評価の場合 ： 過去２ヶ年の当該業種の成績の平均点 → 手持ち業務量 → 格付け順位 で選定する。

◇「技術提案書」提出要請者 ① 選 定 数 ： 原則プロポーザル方式では３～５者程度選定、総合評価落札方式では１０者程度指名し、
の選定 「技術提案書」を提出要請する。

【主な変更点】 ・企業や技術者の資格・実績よりも業務成績や表彰のウエイトを高くする。【主な変更点】 ・企業や技術者の資格・実績よりも業務成績や表彰のウエイトを高くする。

プロポーザル方式

総合評価型 標準型 簡易型

ｳｴｲﾄ ｳｴｲﾄ ｳｴｲﾄ
技術登録部門 当該部門の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録等 ◎

成果の確実性 過去○年間の同種又は類似業務の実績 ◎

地域精通度 過去○年間の当該事務所又は周辺での業務実績 ○

過去○年間の同種又は類似業務の業務成績 ◎

過去○年間の業務表彰の有無 ◎

管理技術力 迅速性 当該地整管内の常駐技術者数 ○

履行保証能力 自己資本比率 ○

瑕疵担保力 賠償責任保険加入の有無 ○

遵法性 過去の法の遵守状況 ○

◎ 減点項目 減点項目 減点項目

50% 50% 50%
技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ◎

業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務の実績 ◎

地域精通度 過去○年間の当該事務所又は周辺での業務実績 ○

手持ち業務量 ◎ 数値化しない 数値化しない 数値化しない

雇用関係 ◎ 数値化しない 数値化しない 数値化しない

過去○年間の同種又は類似業務の業務成績 ◎

過去○年間の業務表彰の有無 ◎

専門技術力 専門技術力 当該部門の従事期間 ○

50% 50% 50%
業務実施体制の妥当性 ◎ 数値化しない 数値化しない 数値化しない

－ － －

100% 100% 100%

◎標準項目
○追加項目

成果の確実性

事故及び不誠実な行為

専任制

資格・実績

専任制

業務実施体制

35%

合計

成績・表彰

小計選
定
段
階

成績・表彰

小計

小計

業務執行技術力

15%

15%

評価項目

予定管理技術者の
経験及び能力

参加表明者の
経験及び能力

資格・実績

経営力

35%

総合評価落札方式

20% 25%

30% 25%

20% 25%

30% 25%

２



国土交通省
中国地方整備局 評価項目及びウエイト（技術提案書の評価）

◇評価項目 ① 標準評価項目 ： 参加表明者の評価にあたり標準とする項目。
② 追加評価項目 ： 業務内容に応じて追加する項目。

◇評価基準 ① 各評価項目 ： ３～５段階程度で評価する。
② 同評価の場合 ： 過去２ヶ年の当該業種の成績の平均点 → 手持ち業務量 → 格付け順位 で選定する。

【主な変更点】 ・技術者の資格・実績よりも業務成績や表彰のウエイトを高くする。

・企業の新規参入や若手技術者の起用を阻害しないよう配慮する（担当技術者は追加項目とする）。

【主な変更点】 ・技術者の資格・実績よりも業務成績や表彰のウエイトを高くする。

・企業の新規参入や若手技術者の起用を阻害しないよう配慮する（担当技術者は追加項目とする）。

プロポーザル方式

総合評価型 標準型 簡易型

ｳｴｲﾄ ｳｴｲﾄ ｳｴｲﾄ

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ◎

業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務の実績 ◎

地域精通度 過去○年間の当該事務所又は周辺での業務実績 ○

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ○

業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務の実績 ○

地域精通度 過去○年間の当該事務所又は周辺での業務実績 ○

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ○

業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務の実績 ○

地域精通度 過去○年間の当該事務所又は周辺での業務実績 ○

過去○年間の同種又は類似業務の業務成績 ◎

過去○年間の業務表彰の有無 ◎

過去○年間の同種又は類似業務の業務成績 ○

過去○年間の業務表彰の有無 ○

過去○年間の同種又は類似業務の業務成績 ○

過去○年間の業務表彰の有無 ○

予定管理技術者の
経験及び能力

専門技術力 専門技術力 当該部門の従事期間 ○

予定担当技術者の
経験及び能力

専門技術力 専門技術力 当該部門の従事期間 ○

予定照査技術者の
経験及び能力

専門技術力 専門技術力 当該部門の従事期間 ○

25% 33% 50%
業務理解度 ◎

実施手順 ◎

その他 ◎

15% 30% 50%
◎ 60% 37%

60% 37%
◎ 数値化しない

－

100% 100% 100%

10%

成績・表彰 業務執行技術力 15%

◎標準項目
○追加項目

評価項目

小計

業務執行技術力

予定管理技術者の
経験及び能力

予定担当技術者の
経験及び能力

予定照査技術者の
経験及び能力

小計

特定（評価）テーマ

資格・実績

業務執行技術力

資格・実績

資格・実績

予定管理技術者の
経験及び能力

予定担当技術者の
経験及び能力

予定照査技術者の
経験及び能力

成績・表彰

特
　
　
定
　

（　
入
　
　
札
　

）　
段
　
　
階

参考見積

小計

合計

小計

15%
実施方針
・実施フロー
・工程・その他

実施方針

成績・表彰

30%
50%

総合評価落札方式

15% 25%

18% 25%

３



国土交通省
中国地方整備局 手続きフロー

総合評価落札方式の手続きフロー プロポーザル方式の手続きフロー

発注公告等の審査
(建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用)

第３者への意見聴取総合評価審査委員会
標 簡 公 （公募型、簡易公募型の場合）

易 手続開始の公示 競争参加者の資格に関する公示
準 公 募 （設計共同体公示）・業務の概要

・参加表明書及び技術提案書の提出方法募
・説明書の入手方法 等型 型 型

説明書の交付開始
・業務概要の詳細な情報

・参加表明書及び技術提案書の作成・提出に関する留意事項

・技術提案書提出者の選定基準、技術提案書の評価基準 等10 10
※特記仕様書を添付（現場説明追加事項、数量、見積参考資料日 日
は添付しない）

参加表明書の提出期限 設計共同体資格認定申請期限
10 10
日 日 技術提案書の提出者の選定
以 以 （建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用）
内 内 設計共同体認定・管理技術者の経験及び能力

・業務の実施体制 等

・選定基準に基づき３～５者程度を選定

選定通知／提出要請書の送付 設計共同体認定の通知
７10 15 40

**

～ ～

日 日・非選定者には理由を付して通知

20 25 ***以 受注意思確認
日 日 上 非選定理由の説明要求・標準プロポーザルの場合

* * 10質問〆切 ２者以下の場合は追加要請

日８日前***
技術提案書の提出期限 理由の説明要求に係る回答 以

**・特定テーマ 内
ヒアリングの実施15 15 15

日 日 日
程 程 程 技術提案書の評価
度 度 度 （建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用）

第３者への意見聴取総合評価審査委員会

本局発注は 万以上入札契約委員会 1,000

技術提案書の特定・通知
７・非特定者には理由を付して通知

***実施方法の提案 日・予定価格の範囲内で契約の交渉

10非特定理由の説明要求
契約の締結 日

理由の説明要求に係る回答 以
内

業務の内容により適宜短縮可能であるが最低日数は確保すること*
簡易公募型の場合は５日**
行政機関の休日に関する法律（昭和 年法律第 号）第１条に規定する行政機関の休日を含まない。*** 61 91

発注公告等の審査
(建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用)

第３者への意見聴取総合評価審査委員会 ・

業務の概要簡 標 手続開始の公示 ・
・参加表明書の提出方法易 準
・説明書の入手方法 等型 型

・業務概要の詳細な情報説明書の交付開始
・参加表明書の作成・提出に関する留意事項10 10
・入札参加者の選定基準 等日 日

* *
参加表明書の提出期限

・管理技術者の経験及び能力10 10 参加表明書の審査
・企業の能力 等日 日 （建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用）
・選定基準に基づき選定以 以

内 内 （入札・契約手続運営委員会）

指名通知
５10 15 ・技術資料の提出

日 日 日
***～ ～

20 25
**日 日

技術資料の提出期限
10非指名理由の説明要求

ヒアリング 日・非指名者には理

以・標準型 特定テーマ・実施方針 由を付して通知

内20 20 ・簡易型 実施方針

***日 日 技術資料の審査
以 以 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用） 理由の説明要求に係る回答
内 内

総合評価審査委員会 第３者への意見聴取
・技術資料の審査

入 札
・価格点の配点開 札

契約の締結

簡易公募型に準じた方式の場合は７日程度まで短縮可能*
公募型の場合 日以上** 40
行政機関の休日に関する法律（昭和 年法律第 号）第１条に規定する行政機関の休日を含まない。*** 61 91 ４


